
 

令 和 ８ 年 1 0 月 

航 空 局 安 全 部 

安全政策課空港安全室 

 

「空港運用業務指針」の一部改正について 

 

１．改正の背景 

航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 47 条第１項に基づき、空港等の設置者は、国

土交通省令で定める空港等の機能の確保に関する基準に従って空港等を管理しなけれ

ばならないこととされているところ、当該基準の具体については航空法施行規則（昭

和 27年運輸省令第 56号）第 92条で定められている。 

このうち、同条第 21 号に定める「航空交通及び空港の業務に従事する者の安全を確

保するために必要な措置」の内容については、空港運用業務指針（平成 17年９月９日

国空用第 124号。以下「指針」という。）を定め、指針において、空港の制限区域内に

おける立入り、車両使用の取扱い及び車両運転の規則等について規定している。 

今般、指針について、以下の改正を行う必要がある。 

 

２．改正の概要 

（１）車両使用の取扱い 

未登録自走車両の車両使用に係る申請について、指定自動車整備事業者による検

査を受け合格したことを証明する書類を添付させているところ、近年、自動車整備

士の人材不足が課題となっていることを受けて、当該整備事業者による未登録自走

車両の検査が空港周辺で実施できない事例又は検査が遅れる事例が生じている。 

これらに対応するため、当該整備事業者による検査以外の方法を求める要望があ

ること及び未登録自走車両の特殊性を踏まえ、指定自動車整備事業者のみならず、

自動車特定整備事業者や未登録自走車両の構造及び装置の安全性を確認できる者に

よる証明を受けた場合も制限区域における当該車両の使用を可能とするため、未登

録自走車両の車両使用に係る申請に係る添付書類に、未登録自走車両の構造及び装

置の安全性を確認できる者が発行する車両の構造及び装置の安全性を証明する書類

等を追加する。 

また、未登録自走車両の管理について、承認期間中、必要に応じて空港管理者が

管理状況の確認ができるよう、車両使用の承認を受けた者に対し、当該車両の確認、

検査、点検等の記録を作成及び保存させることを規定する。 

（２）その他所要の改正を行う。 

 

３．スケジュール（予定） 

改 正：令和８年12月中旬 

適 用：令和８年12月下旬 

 


